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資 料 ３

地方の社会資本整備におけるコスト縮減に関する提言
～地域の発想を最大限活用する「新たなコスト縮減」の取り組み～

（ 概 要 版 ）
１．はじめに
・社会資本の整備が大きく立ち後れた地方においては、厳しい財政事情

の下、地域が自立し、地域間の競争条件を整えるため、さらには住民

の安全・安心を確保するための最低限必要な社会資本の整備が喫緊の

課題。

・平成 年度以降、全国の公共投資額の削減が続く厳しい環境下、地方5
は疲弊し、地域間格差を広げる結果、来年度の公共事業予算の大幅削

減や公共事業改革により増大。

・社会資本の整備に際しては、事業評価やコスト縮減について従来の発

想を転換し、地方が地域主権のもとに社会資本整備を着実に進められ

る新たな枠組みの創設や地方の創意工夫を活かせる制度の構築が必要

不可欠。

２．コスト縮減にかかる現在までの取り組み
・国及び地方は、公共工事コストの縮減を推進していく必要があるとの

共通認識の下、平成 年度から計画的なコスト縮減対策に着手。9
・平成 年度から「工事コスト縮減 、平成 年度から「総合コスト縮9 15」

減 、平成 年度から「総合コスト改善」を推進。」 20
※別添参照：参考資料－「コスト縮減に関する計画」

３．取り組みの効果と課題
・国の先導的かつ計画的な取り組みにより、工事コストの縮減目標、総

合コスト縮減目標をほぼ達成。

・平成 年度からの総合コスト改善についても、平成 年度を基準と20 19
して高い数値目標を掲げ、取り組みを推進。

・その施策についても、直接的な工事コストの低減策から始まり、ライ

フサイクルコストの低減策、社会的コストの低減策等に拡大。

、 。・現行の制度や政策の下で 更なるコストの改善は限界に達しつつある

・ 地域主権」が実現されようとする今こそ、地域の新たな発想が最大「

限活かせるよう、既存の制度や政策の制約を打ち破る改革を行うチャ

ンス。
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４．地方の発想を最大限活用する新たなコスト縮減の取り組み

限られた予算で地方が最低限必要な社会資本整備を効果・効率的に進め

ていくため、従来型の整備手法から脱却し、地方の新たな発想を最大限活

用する新たな公共事業の仕組みづくりについて、地方から提言を行う。

提言は、規制緩和、災害予防、各省庁を横断する公共事業の制度改

革、民を活用した公共事業、国と地方との協議の５つの視点。

提言Ⅰ．規制緩和

◎収益等を可能にする規制緩和

→補助事業で取得した資産を徹底的に有効活用し収益を得るため、

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 条の判断基準を22
地方の実情にあわせた弾力的な運用など、地方の裁量の拡大。

工事現場内で利用可能なコンクリート殻等の建設副産物を建設資

、 。材として有効活用し廃棄物を抑制できるよう 再利用ルールの緩和

① 補助事業で取得した事業用地の期間を限定した有効活用。

② 除雪機械の除雪目的以外の工事などに有効活用。

③ 廃掃法上の「有価物」としての判断基準の明確化と同一発注者に

おける「自ら利用」の拡大。

◎地域の実情に応じた効果・効率的な社会資本整備

→地域の意見を反映した１５車線整備などのローカルルールによる.
効率的な社会資本整備を可能とすること。

① 道路構造基準の条例委任が早期に実現するとともに、地域の実

情や意見が反映しやすい内容とすること。

② 道路だけでなく、河川についても、地域の実情を考慮した河川

管理施設等構造令の弾力的運用を可能とすること。

◎「道の駅」登録要件の緩和

→既存の産直市等との一体的な整備を可能とするよう、農業協同組合

や漁業協同組合等、公益性が高いと各自治体が判断した団体を設置

者として認めること。
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提言Ⅱ．災害予防

◎予防手法の制度化
→ソフト･ハードの対策を地域の実情に応じて実施できるよう、一括

交付金の制度設計をはじめ新たな事業の枠組み。

① ダムも含めたベストミックスによる重点投資

② ｢はん濫原対策｣の推進（土地利用規制に係る調査費と建物への助成）

（ ）③ 河川施設整備を前提としない予防手法 家屋移転と土地利用規制

◎戦略的な維持管理
社会資本ストックが、今後急速に老朽化することを踏まえ、ライ→

フサイクルコスト の縮減を図るため、地方の判断で戦略的な維持※１

管理が行えるよう、一括交付金の制度設計をはじめ新たな事業の枠

組み。

① 様々な公共施設での長寿命化修繕計画の策定と計画に基づく適切

な維持管理。

② 災害を未然に防ぐ適切な維持管理のため、地方の財政力に応じた支援。

③ アセットマネジメント に関する技術的指針の作成。※２

※１ ライフサイクルコスト
計画・設計から建設、維持管理、解体撤去及び廃棄に至る過程で必要となる費用の総額

※２ アセットマネジメント
土木施設の状態を客観的に把握・評価し、中長期的な状態を予測することで、予算的制
約の中で最適な対策を行い、計画的かつ効率的に管理すること

提言Ⅲ．各省庁を横断する公共事業の制度改革

所管省庁の異なる同種の公共施設について、地方の実情に応じた効果

・効率的な整備や維持管理を可能とするため、一括交付金の制度設計をは

じめ省庁を横断する新たな事業の枠組みや管理の一元化を可能にすること。

社会資本ストックの有効活用事例◎
(1)汚水排水処理施設の最適化

① 集落排水施設から下水道への移管手続きの簡素化。

② し尿等を受け入れるための希釈投入施設の整備への支援。

③ 接続率向上のため、接続支援制度の充実。

(2) 港湾・漁港及び海岸施設の一元化

◎積算等の統一化・簡素化
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提言Ⅳ．民を活用した公共事業

◎ＰＦＩ手法等の導入
→ 道路、河川、下水道など主要なインＰＦＩ・ＰＰＰ について、※３

フラ分野ごとの詳細な制度設計と支援。

◎県民との協働の推進
アドプトやボランティア活動による公共施設の維持管理を推進す→

る一括交付金の制度設計をはじめ新たな事業の枠組み。

※３ ＰＰＰ（ ）Public-Private Partnership
民間事業者が事業の構想、企画、計画段階から参加することで、行政の効率化と同時に公共サービ スの
質的向上を実現する取り組み。

提言Ⅴ．国と地方との協議

◎国と地方の新たなパートナーシップ
法設置の場以外に→

事業の優先順位や必要性、地域の実情など、地域の声を事業に客

観的に反映し、更にフィードバックさせる仕組みの構築。

◎事業のスピードアップ
→事業を早期に完成供用させるために、国と地方の十分な連携と必要

となる支援

① 事業の特性に応じて、地方に必要な予算が機動的かつ集中的に確保

、 。できるよう 大規模な工事等で複数年施行が可能となる制度の創設

② 事業認定や保安林解除申請などの各種行政手続きのワンストップ化

と更なる地方への権限移譲の推進。

５．おわりに
・公共事業のコスト構造を改善するためには、工事コスト低減の継続的

取り組みに加え、事業効果を高めることや環境負荷を抑えることなど

により生ずる社会的コストの低減に一層取り組む。

・地産地消の視点から、公共工事における地元産材使用に取り組んでい

るが、例えば、国産木材の使用は、初期コストは割高であっても、林

業の活性化を通じて二酸化炭素の吸収源となる森林の適正管理につな

がり、長期的には、温室効果ガスの抑制対策。

・国は、こうした社会的コストの低減を図る地方の取り組みを支援し、

今後、幅広い視野に立ってその方策を示し、積極的に推進。


















